
 　貸 　借 　対 　照 　表

（単位　百万円）

科　　　　目

流　 動　 資　 産 ３０,０８８ ４２,１０４

８６２ ７,０７４

７,８０３ １２,９８８

２,０８８ ６８８

４,７０８ ８５９

８,９０２ ５７６

１,００８ １,７１０

２６０ １４,１４７

６８９ １,７５３

３,７７１ １,５５８

△ ７ ７３２

１３

３１７,６３８

６２,９４２ １７４,５９２

１４３,２６１ １３２,２６０

２,２４２ ６,２２８

２１,５５４ ４,３５２

８７,６３６ ９,８４７

２４,０７７ ２１,９０４

４９,３２３ ２１６,６９７

１７５

１４８

１３,９１７ １１６,３６２

△ ６ ２９,３８４

１９,４９７

１９,４９５

２

６７,４８０

４,６４０

６２,８３９

４,６３５

５８,２０４

１４,６６７

１４,６６７

１３１,０２９

未 払 金

貸 倒 引 当 金

預 け 金

未 払 費 用

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

そ の 他 の 流 動 負 債

固　 定 　負 　債

資　産　合　計 負 債 純 資 産 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

預 り 連 絡 運 賃

資 本 金

別 途 積 立 金

そ の 他 の 固 定 負 債

（純 資 産 の 部）

負 債 合 計

前 受 金

長 期 借 入 金

前 受 運 賃

賞 与 引 当 金

純 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

短 期 借 入 金

未 払 消 費 税 等

流   動   負   債

預 り 金

未 収 運 賃

未 収 金

未 払 法 人 税 等

評価・換算差額等

繰 延 税 金 負 債

固定資産撤去損失引当金

そ の 他 利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

鉄 道 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

兼 業 固 定 資 産

長 期 前 払 費 用

建 設 仮 勘 定

長 期 貸 付 金

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

そ の 他 の 投 資 等

投 資 有 価 証 券

   （平 成 27 年 ３ 月 31 日 現 在）

貯 蔵 品

販 売 土 地 及 び 建 物

現 金 及 び 預 金

固   定   資   産

前 払 費 用

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 流 動 資 産

金　　　額金　　　額 科　　　　目

その他有価証券評価差額金

株   主   資   本

３４７,７２６３４７,７２６

利 益 準 備 金
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損 　益 　計 　算 　書

（単位　百万円）

科　　　　　　　目

　 ３３,９３２

２８,２３６

５,６９６

　 ４７,１４１

３５,９８７

１１,１５３

１６,８５０

２,１３３

２１９ ２,３５３

２,６５２

４９１

１２７ ３,２７１

１５,９３２

２７５

５０

８ ３３４

２０８

２２３

６６ ４９９

１５,７６７

３,９９８

１,１５３ ５,１５２

１０,６１５

固 定 資 産 除 却 損

当 期 純 利 益

減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

経 常 利 益

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

金　　　　　　　額

鉄 道 事 業

固 定 資 産 除 却 費

そ の 他

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息

そ の 他

特 別 利 益

株 式 報 酬 受 入 益

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 受 入 額

固 定 資 産 圧 縮 損

営 業 外 収 益

営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

そ の 他

営 業 外 費 用

受 取 利 息 及 び 配 当 金

兼 業

営 業 収 益

営 業 費
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注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの      期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの      移動平均法による原価法 

(2)  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

販売土地及び建物     個別法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

貯蔵品          移動平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定） 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

鉄道事業の取替資産     取替法（定率法） 

その他の有形固定資産    定率法 

                  ただし、梅田阪神第１ビルディング（建物附属設

備を除く。）及び平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く。）については、定額法を採

用しています。 

(2)  無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しています。 

 

３ 引当金の計上基準 

(1)  貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しています。 
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(2)  賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき、当期の負担額を計

上しています。 

(3)  固定資産撤去損失引当金 

固定資産撤去工事に備えるため、費用を合理的に見積もることが可能な工事につ

いて、当該見積額を計上しています。 

(4)  ＰＣＢ処理引当金 

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物を処理するにあたり、その処理費用見込額

を「その他の固定負債」に含めて計上しています。 

(5) 投資損失引当金 

関係会社の事業の損失に備えるため、その資産状態等を勘案し、出資金額を超え

て、当社が負担することとなる損失見込額を「その他の固定負債」に含めて計上し

ています。  

(6)  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しています。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっています。 

過去勤務費用については、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年）による定額法により費用処理しています。 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理しています。 

 

４ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1)  鉄道事業における工事負担金等の会計処理 

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等から工

事費の一部として、工事負担金等を受け入れています。この工事負担金等を受けて

取得した固定資産については、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得原価か

ら直接減額して計上しています。 

なお、損益計算書については、工事負担金等受入額を特別利益に計上するととも

に、固定資産の取得原価から直接減額した工事負担金等相当額を固定資産圧縮損と

して特別損失に計上しています。 

(2) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会

計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。 
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(3)  消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

(4)  連結納税制度の適用 

阪急阪神ホールディングス株式会社を連結親法人とする連結納税制度の適用を受

けています。 

 

５ 会計方針の変更 

   退職給付に関する会計基準等の適用 

   「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退

職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第25号 平成27年３月26日）を当期より適用し、退職給付債務及び勤務

費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算

定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に近似した年数

に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更しました。 

   退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な

取扱いに従って、当期の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更

に伴う影響額を利益剰余金に加減しています。 

この結果、当期の期首の投資その他の資産の「その他の投資等」に含めて計上して

いる「前払年金費用」が1,354百万円減少し、「退職給付引当金」が971百万円増加し、

「利益剰余金」が1,497百万円減少しています。この変更に伴う損益への影響は軽微で

す。 
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貸借対照表に関する注記 

１ 担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

（固定資産） 

鉄道事業固定資産                                      55,865百万円 

(2) 担保に係る債務 

（流動負債） 

短期借入金                        3,156百万円 

    （固定負債） 

     長期借入金                       34,045百万円 

 

２ 有形固定資産の減価償却累計額                             240,565百万円 

 

３ 事業用固定資産 

有形固定資産                                           206,242百万円 

土地                                                  72,246百万円 

建物                                                  86,497百万円 

構築物                                                38,472百万円 

車両                                                   5,492百万円 

その他                                                 3,533百万円 

無形固定資産                                             2,204百万円 

 

４ 保証債務 

阪急阪神ホールディングス株式会社                      822,843百万円 

その他                                                  61,249百万円 

計                                                884,092百万円 

 

５ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                                             4,526百万円 

長期金銭債権                                            10,800百万円 

短期金銭債務                                            19,632百万円 

長期金銭債務                                             3,267百万円 

 

６ 固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

176,024百万円 
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損益計算書に関する注記 

１ 営業収益                                                  81,074百万円 

 

２ 営業費                                                    64,224百万円 

運送営業費及び売上原価                                  30,594百万円 

販売費及び一般管理費                                    19,315百万円 

諸税                                                     4,602百万円 

減価償却費                                               9,711百万円 

 

３ 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益                                              11,035百万円 

営業費                                                14,056百万円 

営業取引以外の取引による取引高                           4,617百万円 

 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、減損損失、退職給付引当金否認、固定資産撤去損失

引当金否認等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金等で

す。 

 

 



関連当事者との取引に関する注記

　１　親会社及び法人主要株主等
（単位　百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

債務保証 822,843 ― ―

　（注）１　取引金額及び期末残高には消費税等が含まれていません。
　　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　　  (１)債務保証については、金融機関からの借入金、社債に対して保証したものです。なお、保証料の受取は行っていません。
　　　  　(２)被債務保証については、金融機関からの借入金に対して保証を受けたものです。なお、保証料の支払は行っていません。

　２　子会社及び関連会社等
（単位　百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

関連
会社

西大阪高速鉄道
㈱

（所有）
直接  34.9％

鉄道施設の賃借
債務保証
役員の兼任等

債務保証 21,067 ― ―

工事預託金の
預託

904
その他の
投資等

10,790

債務保証 13,649 ― ―

　（注）１　取引金額には入場券販売業務の受託による預り額を除いて消費税等が含まれておらず、期末残高には預り金を除いて消費
　　　　　　税等が含まれていません。
　　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等
 　　　 　(１)入場券販売業務については、一般の取引条件により受託しています。
　　　  　(２)債務保証については、金融機関からの借入金に対して保証したものです。なお、保証料の受取は行っていません。
　　　  　(３)工事預託金については、神戸高速鉄道㈱を事業主体とする鉄道施設の改良工事に伴うものであり、預託額については、
　　　　　  　一般の取引条件と同様に決定しています。
　　　　　　

　３　兄弟会社等
（単位　百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

債務保証 12,300 ― ―

被債務保証 25,355 ― ―

債務保証 8,708 ― ―

親会社
の

子会社

北大阪急行電鉄
㈱

なし 債務保証 債務保証 5,472 ― ―

　（注）１　取引金額及び期末残高には消費税等が含まれていません。
　　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　  　(１)資金の借入及び寄託金の預入については、阪急阪神ホールディングスグル―プにおける資金調達の一元化に伴うもので
　　　　　  　あり、金利については、市場金利を勘案して決定しています。
　　 　 　(２)債務保証については、金融機関からの借入金に対して保証したものです。なお、保証料の受取は行っていません。
　　    　(３)被債務保証については、金融機関からの借入金に対して保証を受けたものです。なお、保証料の支払は行っていません。

89,500

寄託金の預入 65,303 預け金 7,803
親会社

の
子会社

㈱阪急阪神
フィナンシャル
サポート

なし

資金の借入
寄託金の預入
債務保証
役員の兼任等

資金の借入

関連
会社

神戸高速鉄道㈱
（所有）
直接  25.9％

鉄道施設の賃借
債務保証
役員の兼任等

親会社
の

子会社
阪急電鉄㈱ なし

債務保証
被債務保証
土地の賃貸等

―

子会社
㈱阪神タイガー
ス

（所有）
直接 100.0％

野球場の賃貸
役員の兼任等

入場券販売業務
の受託による預
り額

5,615 預り金 9,755

親会社
阪急阪神ホール
ディングス㈱

（被所有）
直接 100.0％

債務保証
被債務保証
役員の兼任等

被債務保証 25,355 ―

 長期借入金14,827
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４ 役員及び個人主要株主等 

 （単位 百万円）      

種類 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）割合 
関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の 

役員 
椙岡 俊一 なし 

親会社の取締役 

 

㈱阪急阪神百貨店 

代表取締役会長 

（平成27年3月31日退任）

賃貸借予約

契約 
3,500 

その他の 

固定負債 
3,500 

（注）１ 取引金額及び期末残高には消費税等が含まれていません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃貸借予約契約については、梅田１丁目１番地計画に伴い、㈱阪急阪神百貨店の代表者として行った取引であり、一般

の取引条件と同様に決定しています。 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

１ １株当たり純資産額                                             310円75銭 

２ １株当たり当期純利益                                            25円17銭 

 

 

その他の注記 

 減損損失 
 当期において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

  （単位 百万円）    
用途 種類 場所 減損損失 

賃貸用物件（２件） 兼業固定資産 兵庫県芦屋市ほか 66 

 
（資産をグループ化した方法） 

   当社は、管理会計上の事業ごと又は物件ごとに資産のグループ化を行っています。 
 
 （減損損失を認識するに至った経緯） 

使用方法の変更により回収可能価額が著しく低下したため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（66百万円）として特別損失に計上しました。 
 
 （減損損失の内訳）  
   土地                                  66百万円 
          
 （回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は、不動産鑑定評価基準等に基づいて算定した正味売却価額としてい

ます。 


